
１．事業の属性情報

款 項 目

２．事業の目的

３．業績指標

４．執行の状況 （単位：千円、人）

　事業コスト 　財源内訳

　総事業費 　一般財源

　事業費 　国支出金

　職員人件費 　府支出金

　正職員 　地方債

　会計年度任用職員 　その他特定財源

５．事業目的達成のための手段と成果

令和５年度の取組と成果

①●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●・・・1,000千円

②●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●・・・1,000千円

③●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●・・・1,000千円

令和５年度 　事　業　評　価　表

事業コード 決算書頁 企画財政課で記入

担当課 自動入力

歳出費目 自動入力 自動入力 自動入力 作成責任者 自動入力

分野名 リストから選択してください 分野名 リストから選択又はDELキーで削除してください

施策名 リストから選択してください 施策名 リストから選択又はDELキーで削除してください

指　　　標 単位 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 最終目標

/ / / / (R●)

/ / / / (R●)

/ / / / (R●)

/ / / / (R●)

R4年度 R5年度 比較 R4年度 R5年度 比較

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0.00 0

0.00 0

中事業① 類型 中事業事業費
う ち 会 計 年 度 任 用

職 員 報 酬 等

事業名 自動入力

総
合
計
画

根拠法令等 関連計画等

事業目的

活動指標
実績/計画(見込)

成果指標
実績/目標

指標で表せない
成果・効果

特
定
財
源

（参考）
職員数

注）「事業コスト」、「財源内訳」は、前年度からの繰越額を含んだ数値を記載。
注）「職員人件費」は、便宜上、役職別人工数に1人あたり年間平均人件費（町一般会計全体、
　　共済費を含む額）を乗じた数値を記載。

　特定財源
　の名称

事業内容

主
な
取
組

令和５年度の取組と成果

①●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●・・・1,000千円

②●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●・・・1,000千円

③●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●・・・1,000千円

６．担当課による自己評価及び今後の方向性

中事業② 類型 中事業事業費（千円） R5新規

事業目的に対する自己評価

町民の利便性（ニーズ含む）や事業の効率性・有効性が、 左記の具体的説明

事業の課題 令和６年度以降における課題解決に向けた方向性

事業内容

主
な
取
組

大きく向上した。

向上した。

前年度の水準に留まった。

前年度の水準を下回った。

（テキストボックス内に記入してください。）

（テキストボックス内に記入してください。） （テキストボックス内に記入してください。）

Administrator
テキストボックス
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方針区分 A：次年度に廃止/休止 AA：5年以内に廃止/休止 B：他事業と統合し組替 C：予算削減を伴う見直し

D:予算増減のない見直し E：予算拡充を伴う見直し F：事業の見直しなし

令和５年度事務事業　中事業別担当課による自己評価及び今後の方向性
（二次評価対象事業のみ作成）

中事業①

項　　　目 評価 評価に対する説明

方針区分 内　　　容

方針区分 所　　　見

方針区分 内　　　容

必
要
性

町民ニーズや社会のニーズを的確に捉えた事業か

民間事業者や町民が自ら実施することのできない事業か

目的・目標の達成手段として適切で、優先度の高い事業か

効
率
性

受益者との負担関係や単位あたりコストは妥当な水準か

他の手段や方法とのコスト比較は十分行われているか

コスト削減や効率化に向けた工夫が施されているか

有
効
性

成果目標は理にかない、実績は適切に把握・測定されているか

活動実績は見込みに沿い、かつ投入資源に見合っているか

先行事例の分析や外部資源の活用は十分行われたか

 目的及び指標
 等の達成状況
 に対する評価
 及び課題

一
次
評
価

（
担
当
課
に
よ
る
自
己
評
価

）
【

担
当
課
記
入

】

 令和６年度
 以降の方向性

二次評価
【行革担当課記入】

担当課の事業
の見直し及び
予算要求方針
【担当課記入】

中事業①

方針区分 所　　　見

方針区分 内　　　容

中事業①

方針区分 所　　　見

方針区分 内　　　容

令和　　年度事務事業（令和　年度二次評価）　※企画財政課記入欄

二次評価

担当課の事業
の見直し及び
予算要求方針

二次評価

担当課の事業
の見直し及び
予算要求方針


